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令和７年度一般会計予算

５１３億２，３０３万２，０００円

対前年比 １億２，１０３万２，０００円増加（０．２％増）

・当初予算規模は平成２６年度から１２年連続で過去最大規模を更新

１ 予算規模

・令和７年度一般会計予算は予算編成期に市長選挙が実施されたため、骨格予算としての予算
編成となったが、令和６年度当初予算と比べて、１億２，１０３万２，０００円（０．２％）
の増加となり、過去最大の予算規模

358 369 382 394 408 428 435 450 456
500 512 513

0

100

200

300

400

500

600

平成26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度

当初予算規模の推移
（単位：億円）

市 税 ２５０億７，０５０万７，０００円

５億８，８４９万１千円増加（対前年比２．４％増）

・個人市民税・・・令和６年度決算見込額や納税義務者の増加などから３．７％の増

・固定資産税・・・新築家屋の増加などから１．２％の増

国庫支出金 １２１億９，８９０万８，０００円

１３億８，２４５万７千円増加（対前年比１２．８％増）

・児童手当交付金やデジタル基盤改革支援補助金などの増

５２億７０７万５，０００円

７億３０８万１千円増加（対前年比１５．６％増）

・標準準拠システム移行・構築委託料やコミュニティセンター施設改修工事などの増

総務費

２９８億６，４５７万５，０００円

３０億３５８万４千円増加（対前年比１１．２％増）

民生費

・介護給付・訓練等給付費負担金や児童手当などの増

〇主な増加要因（歳入）

〇主な増加要因（歳出）
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１　安全・安心なまちを目指す取組

1

3,592 千円

2

774 千円

3

110,429 千円

4

4,311 千円

5

6,479 千円
高齢者福祉計画及び介護保険事業計画推進事業
（長寿はつらつ課）

　第９期の計画期間が令和８年度で終了することから、令和９～１１年度を計画期間とする
「第１０期高齢者福祉計画・介護保険事業計画」を令和７～８年度の２か年で策定します。

第８期障害福祉計画・第４期障害児福祉計画を策定します

障害者プラン・障害福祉計画推進事業
（障害福祉課）

　現在の計画期間が令和８年度で終了することから、令和９～１１年度を計画期間とする
「第８期障害福祉計画・第４期障害児福祉計画」を令和７～８年度の２か年で策定します。

第３次男女平等推進行動計画を策定します

男女平等推進行動計画策定事業（人権庶務課）　
　第２次の計画期間が令和７年度で終了することから、令和８～１７年度を計画期間とする
「第３次男女平等推進行動計画」を令和６～７年度の２か年で策定します。

全国消費生活情報ネットワークシステムを更新します

消費生活相談事業（地域づくり支援課）
　令和８年１０月から、消費生活相談のデジタル化、サービス向上への体制構築を推進する
ための新システム切替えに係る機器の更新を行います。

仲町市民センターの大規模改修工事を行います

市民センター施設改修事業（地域づくり支援課）
　公共施設等マネジメント実施計画に基づき、仲町市民センターの大規模改修工事を、令和
６～７年度の２か年で実施します。

第１０期高齢者福祉計画・介護保険事業計画を策定します

２ 総合計画の将来像の基本概念に基づく主な事業
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6

522,402 千円

7

34,641 千円

8

4,576 千円

9

24,942 千円

10

6,022 千円

11

431,563 千円

北中緑地の樹木の一部を伐採します

児童遊園管理事業（みどり公園課）
　東武東上線に隣接する北中緑地の樹木について、台風等の影響により倒木が起きた場合に
線路や電車への甚大な被害が懸念されることから、一部の樹木を伐採します。

第五小学校前歩道橋の長寿命化対策工事を行います

交通安全施設事業（まちづくり推進課）
　歩道橋長寿命化計画に基づき、朝霞第五小学校前歩道橋の長寿命化対策工事を実施しま
す。

朝霞台駅南口地下自転車駐車場の消火ポンプを更新します

自転車駐車場改修事業（まちづくり推進課）
　老朽化したスプリンクラー設備の消火ポンプ更新工事を実施します。

市道2168号線の道路擁壁改修工事を行います

道路改良事業（道路整備課）　
　市道2168号線（浜崎１丁目他地内）に設置されている道路擁壁について、経年劣化による
倒壊を未然に防ぐため、令和７～９年度の３か年で改修工事を実施します。

都市公園等の枯損木の伐採等を行います

公園管理事業
緑化推進事業（みどり公園課）

　令和６年度に実施した樹木定期点検結果に基づき、都市公園及び特別緑地保全地区の倒木
や落木の恐れのある樹木について、倒木等の事故を未然に防ぐため伐採又は強剪定を実施し
ます。

　介護が必要になった高齢者等が住み慣れた地域で暮らし続けられるよう、地域密着型サー
ビスの基盤整備として、看護小規模多機能型居宅介護事業所の整備を目指しています。当該
施設の整備に向け、事業者を公募により選定し、県の補助事業を活用した補助金を交付しま
す。

地域密着型サービスの基盤整備に向け事業者の選定を行います

高齢者自立生活支援事業（長寿はつらつ課）
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12

14,168 千円

13

46,967 千円

14

104,282 千円

15

4,290 千円

16

378,945 千円

学校施設長寿命化計画策定事業（教育総務課）
　学校施設長寿命化基本方針の計画期間が令和７年度で終了することから、令和８～１７年
度を計画期間とする「学校施設長寿命化計画」を令和６～７年度の２か年で策定します。

第十小学校大規模改修工事を行います

　市道２号線（岡３丁目地内）の道路擁壁を改修するため、設計業務及び工事を実施しま
す。

道路改良事業（道路整備課）

　豪雨発生時に安定的にポンプを稼働できるよう、地下のポンプ室内にあるポンプ制御盤を
地上にかさ上げする工事を実施します。

施設改修事業（中央公民館）
施設改修事業（コミュニティセンター）

　公共施設等マネジメント実施計画に基づき、中央公民館及びコミュニティセンターの長寿
命化改修工事を令和７～８年度の２か年で実施します。

中央公民館及びコミュニティセンターの長寿命化改修
工事を行います

小学校施設改修事業（教育総務課）　
　第十小学校の校舎及びプール棟について、令和６～８年度の３か年で大規模改修工事を実
施します。

市道２号線の道路擁壁改修工事を行います

学校施設長寿命化計画を策定します

三原隧道の排水ポンプ設備のかさ上げ工事を行います

排水機場維持管理事業（道路整備課）
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2　子育てがしやすいまちを目指す取組

1

6,489 千円

2

7,134 千円

3

967 千円

4

3,898 千円

5

60,503 千円

6

37,329 千円

保育園給食費単価見直しによる改定分を公費により負担します
（重点支援地方交付金活用事業）

学校給食運営事業（学校給食課）
　令和５年度に改定した学校給食費の増額分を、国の交付金を活用し、令和７年度も引き続
き公費により負担することで、保護者の経済的負担を軽減します。

妊婦一般健康診査等事業（健康づくり課）

産婦健康診査等の一部助成を拡充します

保育園運営事業、子ども・子育て支援事業（保育課）
　令和６年度に改定した公設公営保育園給食費の増額分を、国の交付金を活用し、令和７年
度も引き続き公費により負担します。
　併せて、民間保育所についても同様に、補助金を拡充することで保護者の経済的負担を軽
減します。

　産後間もない母親の健康保持や産後うつ病等の予防の観点から、産婦健康診査の補助回数
を１回から２回へ増やします。
　また、より精度の高い検査を実施できるよう、聴覚スクリーニング検査の補助額を増額し
ます。

学校給食費単価見直しによる改定分を公費により負担します
（重点支援地方交付金活用事業）

交通指導員配置事業（教育管理課）
　通学における児童の安全を確保するため、第四小学校及び第六小学校の通学路の交通指導
員の配置箇所を増やします。

就学援助費の単価の一部を引き上げます

小学校教育扶助事業
中学校教育扶助事業（教育管理課）

　国の要保護児童生徒援助費補助金の単価引き上げに伴い、就学援助費のうちオンライン学
習通信費の単価を増額して支給します。

小学校通学路の交通指導員の配置箇所を増やします

第六小学校と第八小学校で放課後子ども教室を開始します

放課後子ども教室事業（生涯学習・スポーツ課）
　放課後の子どもの安心安全な居場所づくりを推進するため、平日の放課後及び長期休業期
間（年末年始、学校閉庁期間、土日祝日を除く）に、第六小学校及び第八小学校において放
課後子ども教室を実施します。
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3　つながりのある元気なまちを目指す取組

1

5,801 千円

2

46,706 千円

3

4,620 千円

4

10,636 千円

5

375 千円

第５期地域福祉計画を策定します

地域福祉計画策定事業（福祉相談課）
　第４期の計画が令和７年度で終了することから、令和８～１２年度を計画期間とする「第
５期地域福祉計画」を令和６～７年度の２か年で策定します。

（仮称）福祉等複合施設建設工事（設計）を行います

（仮称）福祉等複合施設建設事業（福祉相談課）

　第２期の計画が令和７年度で終了することから、令和８～１２年度を計画期間とする「第
３期教育振興基本計画」を策定します。

第２次地域公共交通計画を策定します

交通施策推進事業（まちづくり推進課）
　現在の「地域公共交通計画」が令和７年度で終了することから、令和８～１２年度を計画
期間とする「第２次地域公共交通計画」を令和６～７年度の２か年で策定します。

　溝沼浄水場跡地を活用して、朝霞台駅周辺地域の住民の利便性向上に向け、児童館、子育
て世代包括支援センターなどを核とした、地域共生社会の実現に向けた拠点となる複合施設
を建設するため、令和６～７年度の２か年で設計業務を行います。

公共交通空白地区の改善に向けた実証運行を行います

交通施策推進事業（まちづくり推進課）
　公共交通空白地区の改善に向け本格導入を検討している「ねぎし号」及び「ひざおり号」
の運行の持続可能性を判断するため、令和６年１２月から令和７年１１月の１年間、実証運
行を行います。

第３期教育振興基本計画を策定します

教育委員会事務局事務事業（教育総務課）
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4　自然・環境に恵まれたまちを目指す取組

1

9,543 千円

2

9,375 千円

3

2,668 千円施設改修事業（中央公民館）

都市計画マスタープランを策定します

都市計画マスタープラン策定事業（まちづくり推進課）
　現在の「都市計画マスタープラン」が令和７年度で終了することから、令和８～２７年度
を計画期間とする新たな「都市計画マスタ―プラン」を令和５～７年度の３か年で策定しま
す。

　令和６年度から実施している空調機改修工事に合わせて、館内の照明のＬＥＤ化工事を実
施します。

南朝霞公民館の照明ＬＥＤ化工事を行います

みどりの基本計画を策定します

緑化推進事業（みどり公園課）
　現在の「みどりの基本計画」が令和７年度で終了することから、令和８～１７年度を計画
期間とする新たな「みどりの基本計画」を令和６～７年度の２か年で策定します。
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5　基本構想を推進するための取組

1

6,834 千円

2

84,140 千円

3

337,870 千円

4

6,941 千円

5

56,871 千円

6

20,502 千円
　地方公共団体情報システムの標準化に関する法律に基づき、国のガバメントクラウドに準
拠したシステムへ移行します。

　戸籍法の改正により、戸籍に氏名の振り仮名を記載する制度が令和７年５月２６日に施行
されることに伴い、本市を本籍地とする戸籍の筆頭者等に対し、振り仮名の確認通知を発送
するとともに、施行日から１年間、筆頭者等からの氏名の振り仮名の届出を受け付けます。

戸籍の記載事項に氏名の振り仮名を追加します

戸籍管理事業（総合窓口課）

行政情報の標準化に向けたシステム構築を行い標準システムへ移行
します

電算管理事業（デジタル推進課）
　地方公共団体情報システムの標準化に関する法律に基づき、令和７年度末までのガバメン
トクラウドへの移行完了が求められていることから、本市の基幹系システムを標準化に準拠
させた上で、国が提供するガバメントクラウドへ移行します。

戸籍システムを標準システムへ移行します

戸籍管理事業（総合窓口課）

　３年ごとに行う固定資産税の評価替えに際し必要な課税資料等の作成業務の委託を実施し
ます。

令和９年度固定資産税評価替えに向けた課税資料を作成します

固定資産税等賦課事業（課税課）

　全国一斉に５年ごとに行われる国勢調査を実施します。

第６次総合計画を策定します

第６次総合計画策定事業（政策企画課）　
　第５次総合計画が令和７年度で終了することから、令和８～１７年度を計画期間とする
「第６次総合計画」を令和５～７年度の３か年で策定します。

国勢調査を実施します

国勢調査事業（市政情報課）
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款 本年度予算額 前年度予算額

比 較

増 減
前 年 度 に
対 す る 割 合

本 年 度 予 算
総額に対する割合

01 市 税 25,070,507 24,482,016 588,491 102.4 48.9

02 地 方 譲 与 税 225,000 237,000 △ 12,000 94.9 0.4

03 利 子 割 交 付 金 25,000 7,000 18,000 357.1 0.1

04 配 当 割 交 付 金 216,000 133,000 83,000 162.4 0.4

05 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 337,000 170,000 167,000 198.2 0.7

06 法 人 事 業 税 交 付 金 271,000 230,000 41,000 117.8 0.5

07 地 方 消 費 税 交 付 金 3,350,000 3,137,000 213,000 106.8 6.5

08 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 11,000 11,000 0 100.0 0.0

09 環 境 性 能 割 交 付 金 56,000 55,000 1,000 101.8 0.1

10 国有提供施設等所在市町村助成交付金 121,637 121,000 637 100.5 0.2

11 地 方 特 例 交 付 金 209,480 216,000 △ 6,520 97.0 0.4

12 地 方 交 付 税 275,567 247,000 28,567 111.6 0.5

13 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 13,251 13,456 △ 205 98.5 0.0

14 分 担 金 及 び 負 担 金 599,834 597,402 2,432 100.4 1.2

15 使 用 料 及 び 手 数 料 837,635 820,528 17,107 102.1 1.6

16 国 庫 支 出 金 12,198,908 10,816,451 1,382,457 112.8 23.8

17 県 支 出 金 4,527,899 3,710,080 817,819 122.0 8.8

18 財 産 収 入 147,068 143,196 3,872 102.7 0.3

19 寄 附 金 8,398 8,103 295 103.6 0.0

20 繰 入 金 61,854 1,206,270 △ 1,144,416 5.1 0.1

21 繰 越 金 450,000 450,000 0 100.0 0.9

22 諸 収 入 1,310,194 1,241,898 68,296 105.5 2.6

23 市 債 999,800 3,148,600 △ 2,148,800 31.8 2.0

歳 入 合 計 51,323,032 51,202,000 121,032 100.2 100.0

３ 歳入予算

歳入予算内訳

市税

250億7,050万7千円（48.9％）

〈244億8,201万6千円〉

国庫支出金 121億9,890万8千円（23.8％）

〈108億1,645万1千円〉

県支出金 45億2,789万9千円（8.8％）

〈37億1,008万円〉

地方消費税交付金 33億5,000万円（6.5％）

〈31億3,700万円〉

市債 9億9,980万円（2.0％）

〈31億4,860万円〉

諸収入 13億1,019万4千円（2.6％）

〈12億4,189万8千円〉

使用料及び手数料 8億3,763万5千円（1.6％）

〈8億2,052万8千円〉

その他 30億2,808万9千円（5.8％）

〈38億4,542万7千円〉

・市税内訳
市民税

128億2,116万3千円< 123億9,518万3千円>
固定資産税

98億3,546万6千円< 97億1,772万円>
軽自動車税

1億6,234万8千円< 1億5,821万4千円>
市たばこ税

8億1,998万8千円< 8億323万2千円>
都市計画税

14億3,154万2千円< 14億766万7千円>

（ ）内は構成比、〈 〉内は前年度予算額

※パーセント表記のものについては、小数点以下第２位を四捨五入しています。

単位：千円・％

※「その他」は、分担金及び負担金、繰越金、株式等譲渡所得割交付
金、法人事業税交付金、地方交付税、地方譲与税、配当割交付金、地方
特例交付金、財産収入、国有提供施設等所在市町村助成交付金、利子割
交付金、環境性能割交付金、繰入金、ゴルフ場利用税交付金、交通安全
対策特別交付金、寄附金の合計です。

〈512億200万円〉

歳入合計
51３億2,303万２，０００円
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款 本年度予算額 前年度予算額

比 較

増 減
前 年 度 に
対 す る 割 合

本 年 度 予 算
総額に対する割合

01 議 会 費 283,140 288,920 △ 5,780 98.0 0.6

02 総 務 費 5,207,075 4,503,994 703,081 115.6 10.1

03 民 生 費 29,864,575 26,860,991 3,003,584 111.2 58.2

04 衛 生 費 3,729,628 3,543,581 186,047 105.3 7.3

05 労 働 費 1,480 1,421 59 104.2 0.0

06 農 林 水 産 業 費 70,861 104,279 △ 33,418 68.0 0.1

07 商 工 費 163,421 168,848 △ 5,427 96.8 0.3

08 土 木 費 2,821,534 4,262,905 △ 1,441,371 66.2 5.5

09 消 防 費 1,602,122 1,606,923 △ 4,801 99.7 3.1

10 教 育 費 4,558,393 6,770,006 △ 2,211,613 67.3 8.9

11 公 債 費 2,964,735 3,034,124 △ 69,389 97.7 5.8

12 諸 支 出 金 6,068 6,008 60 101.0 0.0

13 予 備 費 50,000 50,000 0 100.0 0.1

歳 出 合 計 51,323,032 51,202,000 121,032 100.2 100.0

歳出予算内訳

民生費 298億6,457万５千円（58.2％）

〈268億6,099万1千円〉

総務費 ５２億７０７万５千円（10.1％）

〈45億399万4千円〉

教育費 ４５億5,839万３千円（8.9％）

〈67億7,000万6千円〉

衛生費 3７億2,962万８千円（7.3％）

〈35億4,358万1千円〉

公債費 29億6,473万５千円（5.８％）

〈30億3,412万4千円〉

土木費 28億2,153万４千円（5.5％）

〈42億6,290万5千円〉

消防費 16億２１２万２千円（3.１％）

〈16億692万3千円〉

その他 ５億7,497万円（1.1％）

〈6億1,947万6千円〉

※「その他」は議会費、商工費、農林水産費、予備費、諸支出金、労働費の合計です。

（ ）内は構成比、〈 〉内は前年度予算額

議会費…議会の活動のための経費です。
総務費…徴税・戸籍・選挙・統計などのための経費です。
民生費…福祉や保育など、住民の一定水準の生活を確保し、安定した社会生活を保障するための経費です。
衛生費…公害対策やごみ処理など、住民の健康で衛生的な生活環境を保持するための経費です。
労働費…労働者を支援する各種事業のための経費です。
農林水産業費…農業の改良や組合の指導育成、農業施設の管理のための経費です。
商工費…中小企業への融資支援、商工業の振興などのための経費です。
土木費…道路橋りょうの整備・改良、都市計画などのための経費です。
消防費…埼玉県南西部消防局の運営や消防団の活動などのための経費です。
教育費…学校・博物館・公民館・図書館などの施設の設置管理、その他教育や学術文化に関する事務を行うための経費です。
公債費…市が借り入れした市債（借金）の元金、利子の償還（返済）費です。

４ 歳出予算

※パーセント表記のものについては、小数点以下第２位を四捨五入しています。

単位：千円・％

〈512億200万円〉

歳出合計
51３億2,303万２，０００円
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